
 

議案第４８号 

 

 

 

 

区議会提出議案に関する意見聴取 

（職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年６月６日 

 

 

 

（提出者）              

世田谷区教育委員会     

教育長  渡部 理枝 

 

 

 

 

 

（提案説明） 

職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例の議案提出に伴い、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第 29条に基づき区長から意見を求められたため、本案を提出する。 
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－1－ 

議案第  号 

   職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和５年６月１４日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 旅費の支給について、パートナーシップ関係の相手方の定義に係る規定の

整備を図る必要があるので、本案を提出する。 
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－2－ 

職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

職員の旅費に関する条例（昭和２６年１０月世田谷区条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１項第６号中「以下同じ。）」を「）又はパートナーシップ関係（双方又

はいずれか一方が性的マイノリティであり、互いを人生のパートナーとして、相互の

人権を尊重し、日常の生活において継続的に協力し合うことを約した二者間の関係そ

の他の婚姻関係に相当すると任命権者が認める二者間の関係をいう。）の相手方」に

改める。 

附 則 

 この条例は、令和５年７月１日から施行する。 
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職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○職員の旅費に関する条例 ○職員の旅費に関する条例 

昭和26年10月11日条例第12号 昭和26年10月11日条例第12号 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(１) 削除 (１) 削除 

(２) 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及び財務省令で定

めるその附属の島の存する領域をいう。以下同じ。）における旅行

をいう。 

(２) 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及び財務省令で定

めるその附属の島の存する領域をいう。以下同じ。）における旅行

をいう。 

(３) 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をい

う。以下同じ。）との間における旅行及び外国における旅行をい

う。 

(３) 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をい

う。以下同じ。）との間における旅行及び外国における旅行をい

う。 

(４) 出張 職員が公務のため一時その在勤庁（常時勤務する在勤

庁のない職員についてはその住所又は居所）を離れて旅行するこ

とをいう。 

(４) 出張 職員が公務のため一時その在勤庁（常時勤務する在勤

庁のない職員についてはその住所又は居所）を離れて旅行するこ

とをいう。 

(５) 赴任 区の要請に基づいて国又は他の地方公共団体等を退職

し、引き続いて採用された職員、又は任命権者があらかじめ人事

委員会と協議して指定した職に充てるため採用された職員が、そ

の採用に伴う移転のため、住所若しくは居所から在勤庁に旅行し、

又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため在勤庁か

ら新在勤庁に旅行することをいう。 

(５) 赴任 区の要請に基づいて国又は他の地方公共団体等を退職

し、引き続いて採用された職員、又は任命権者があらかじめ人事

委員会と協議して指定した職に充てるため採用された職員が、そ

の採用に伴う移転のため、住所若しくは居所から在勤庁に旅行し、

又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため在勤庁か

ら新在勤庁に旅行することをいう。 

(６) 扶養親族 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。）又はパートナーシップ関係（双方又

はいずれか一方が性的マイノリティであり、互いを人生のパート

ナーとして、相互の人権を尊重し、日常の生活において継続的に

協力し合うことを約した二者間の関係その他の婚姻関係に相当す

(６) 扶養親族 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父母

及び兄弟姉妹で主として職員の収入によって生計を維持している

ものをいう。 
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改正後 改正前 

ると任命権者が認める二者間の関係をいう。）の相手方、子、父

母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で主として職員の収入によって生計

を維持しているものをいう。 

２ この条例において「何々地」という場合には、市町村の地域（特別

区の存する区域にあってはその全地域）をいい、外国にあっては、こ

れに準ずる地域をいうものとする。ただし、「近接地」という場合に

は、別表第１に定める地域をいうものとする。 

２ この条例において「何々地」という場合には、市町村の地域（特別

区の存する区域にあってはその全地域）をいい、外国にあっては、こ

れに準ずる地域をいうものとする。ただし、「近接地」という場合に

は、別表第１に定める地域をいうものとする。 

（移転料） （移転料） 

第27条 移転料の額は、次に規定する額の範囲内の実費額による。 第27条 移転料の額は、次に規定する額の範囲内の実費額による。 

(１) 赴任の際扶養親族を移転する場合には、旧在勤地から新在勤

地までの路程に応じた別表第２の額 

(１) 赴任の際扶養親族を移転する場合には、旧在勤地から新在勤

地までの路程に応じた別表第２の額 

(２) 赴任の際扶養親族を移転しない場合には、前号に規定する額

の２分の１に相当する額 

(２) 赴任の際扶養親族を移転しない場合には、前号に規定する額

の２分の１に相当する額 

(３) 赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を命ぜられた日の翌日

から１年以内に扶養親族を移転する場合には前号に規定する額に

相当する額（赴任の後扶養親族を移転するまでの間に更に赴任が

あった場合には、各赴任について支給することができる前号に規

定する額に相当する額の合計額） 

(３) 赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を命ぜられた日の翌日

から１年以内に扶養親族を移転する場合には前号に規定する額に

相当する額（赴任の後扶養親族を移転するまでの間に更に赴任が

あった場合には、各赴任について支給することができる前号に規

定する額に相当する額の合計額） 

２ 前項第３号の場合において、扶養親族を移転した際における移転

料の別表第２の額が職員が赴任した際の移転料の同表の額と異なる

ときは、同号の額は、扶養親族を移転した際における移転料の同表

の額を基礎として計算する。 

２ 前項第３号の場合において、扶養親族を移転した際における移転

料の別表第２の額が職員が赴任した際の移転料の同表の額と異なる

ときは、同号の額は、扶養親族を移転した際における移転料の同表

の額を基礎として計算する。 

３ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情

がある場合には、第１項第３号に規定する期間を延長することがで

きる。 

３ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情

がある場合には、第１項第３号に規定する期間を延長することがで

きる。 

（扶養親族移転料） （扶養親族移転料） 

第29条 扶養親族移転料の額は、次に規定する額による。 第29条 扶養親族移転料の額は、次に規定する額による。 

(１) 赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤地まで随伴する場合 (１) 赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤地まで随伴する場合
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改正後 改正前 

には、赴任を命ぜられた日における扶養親族１人ごとに、その移

転の際における年齢に従い、次に規定する額の合計額 

には、赴任を命ぜられた日における扶養親族１人ごとに、その移

転の際における年齢に従い、次に規定する額の合計額 

イ 12歳以上の者については、その移転の際における職員相当の

鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の実費額並びに日当、宿泊料、食

卓料及び着後手当の３分の２に相当する額 

イ 12歳以上の者については、その移転の際における職員相当の

鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の実費額並びに日当、宿泊料、食

卓料及び着後手当の３分の２に相当する額 

ロ 12歳未満６歳以上の者については、イに規定する額の２分の

１に相当する額 

ロ 12歳未満６歳以上の者については、イに規定する額の２分の

１に相当する額 

ハ ６歳未満の者については、その移転の際における職員相当の

航空賃の実費額の２分の１に相当する額（３歳未満の者につい

ては、座席を利用し、利用証明書類を提出した場合に限る。）並

びに日当、宿泊料、食卓料及び着後手当の３分の１に相当する

額。ただし、６歳未満の者を３人以上随伴するときは２人を超

える者ごとにその移転の際における職員相当の鉄道賃及び船賃

の実費額の２分の１に相当する金額を加算する。 

ハ ６歳未満の者については、その移転の際における職員相当の

航空賃の実費額の２分の１に相当する額（３歳未満の者につい

ては、座席を利用し、利用証明書類を提出した場合に限る。）並

びに日当、宿泊料、食卓料及び着後手当の３分の１に相当する

額。ただし、６歳未満の者を３人以上随伴するときは２人を超

える者ごとにその移転の際における職員相当の鉄道賃及び船賃

の実費額の２分の１に相当する金額を加算する。 

(２) 前号の規定に該当する場合を除くほか、第27条第１項第１号

又は第３号の規定に該当する場合には、扶養親族の旧居住地から

新居住地までの旅行について前号の規定に準じて計算した額。た

だし、前号の規定により支給することができる額に相当する額（赴

任の後扶養親族を移転するまでの間に更に赴任があった場合に

は、各赴任について前号の規定により支給することができる額に

相当する額の合計額）を超えることができない。 

(２) 前号の規定に該当する場合を除くほか、第27条第１項第１号

又は第３号の規定に該当する場合には、扶養親族の旧居住地から

新居住地までの旅行について前号の規定に準じて計算した額。た

だし、前号の規定により支給することができる額に相当する額（赴

任の後扶養親族を移転するまでの間に更に赴任があった場合に

は、各赴任について前号の規定により支給することができる額に

相当する額の合計額）を超えることができない。 

２ 職員が赴任を命ぜられた日において、胎児であった子を移転する

場合においては、扶養親族移転料の額の計算については、その子を

赴任を命ぜられた日における扶養親族とみなして、前項の規定を適

用する。 

２ 職員が赴任を命ぜられた日において、胎児であった子を移転する

場合においては、扶養親族移転料の額の計算については、その子を

赴任を命ぜられた日における扶養親族とみなして、前項の規定を適

用する。 

附 則（令和５年 月 日条例第 号）  

この条例は、令和５年７月１日から施行する。  
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